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Abstract: Because in many SMEs (Small and Medium-sized Enterprises), the amount of work largely fluctuates, it is 
difficult to secure human resources in keeping with the changing environment. While in busy periods, workers may not 
finish all the work, in idle periods, they may not have enough work to do. In order to adjust to the fluctuating workload, 
there are various employment methods such as temporary staff services and outsourcing workforce and services. However, 
it is very important to make effective use of regular employees. The aim of this paper is to level out the working hours of 
workers and introduce a new inter-company P2P (Peer to Peer) human-resource sharing platform where companies during 
their idle periods can offer their employees to companies in their busy periods using an automated negotiation technology. 
The effectiveness of this new platform will be evaluated and verified using multi-agent simulation. 

 
 

1 はじめに 

外国人労働者の受け入れ拡大に向けた入管難民法

改正案の審議が 2018年 12月に参院法務委で可決し，

翌年 4 月に新制度が導入される．[1]  
移民受け入れ問題，短期間で可決した政府与党の

体制等，様々な問題を抱え世論も賛否両論分かれて

はいるが[2]，法案の必要性自体は肯定的ととれる．

これは日本企業における深刻化な労働人材確保の困

難さの現れと言える． 
この日本における全企業社数の中の 99%以上を占

めているのが中小企業と呼ばれ[3]，中小企業基本法

では，例えばサービス業の場合，資本金 5,000 万円

以下 または 従業者数 100 人以下の企業を中小企業

と定められている[4]．この少ない従業員数をやりく

りしている多くの中小企業は，仕事量の変動が激し

く，繁忙期は社員が全ての仕事をこなせないことが

あり，閑散期は仕事のない社員が発生することがあ

る為，いかに企業の状況に合わせた人材の確保が出

来るかが課題となる． 
その様な仕事量の変動に対する調整方法として，

人材派遣やアウトソーシング等のサービスを使った

間接的な雇用や業務委託が存在する．しかしながら

企業にとって命綱と言える直接雇用である既存の社

員の有効活用は大変重要である． 
 

その一方で，次代の潮流と思われていた Uber, 
Airbnb 等のシェアリングエコノミー（共有型経済）

によるビジネス展開は，中国には及ばないまでも，

日本においても想像以上に急㏿に広まっている．モ

ノ（車）や場所（民泊）のシェアリング以外でも様々

なモノやコトがサービスとしてシェアされており，

既に人材の分野においても新しい価値観をもたらし

ていると言っても過言ではない． 
2018 年 6 月に閣議決定された未来投資戦略 

2018[5]で，”生産性を最大限に発揮できる働き方の

実現”とした働き方改革とともに，シェアリングエコ

ノミーの促進について ”経済構㐀革新への基盤づく

り” の中に「シェアリングエコノミーについて，消

費者等の安全を守りつつ，イノベーションと新ビジ

ネス創出を促進する観点から，その普及促進を図る．」

として ”新たな技術・ビジネスへの対応” に盛り込

まれ，今後の新しい展開への後押しも期待できる． 
本研究では，このような背景から，日本の大多数

を占める仕事量の変動が激しい中小企業の働き手の

中核である社員の労働時間の平準化をすることで，

結果的に効率的な労働人材確保に繋げることを目的

とし，自動交渉技術を用いて閑散期の企業が繁忙期

の企業に人材を融通するシェアリングエコノミーの

P2P (Peer to Peer) 型企業間人材シェアリング・プラ

ットフォームを提案する．その効果は，マルチエー

ジェント・シミュレーションで評価・検証する． 
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2 関連研究・サービス 

2.1 シェアリングエコノミー 

2020 年の東京オリンピックに向け，住宅宿泊事業

法（民泊新法）[6]の施行に至った大きな要因の一つ

とも言える世界最大の民泊サイト Airbnb の設立は

2008 年[7]であり，2017 年 5 月時点で世界の乗車サ

ービス累計 50 億回のライドシェアリングの Uber の
設立は Airbnb 設立の翌 2009 年[8]である．世界的に

も日本国内においても，大きな衝撃を与え続けてい

るこの二つのサービスが誕生してから，わずか 10 年

程度しか経っていないことになる． 
シェアリングのタイプとしては大きく分けると表 

1 の様に，レンタル型と P2P 型 2 つある[9]．文献や

関連研究によってその分類はまちまちであり，場合

によっては P2P 型のみをシェアリングエコノミーに

よるビジネスとしている場合もある[10]． 
 

表 1：レンタル型と P2P 型の比較 

 
前者のレンタル型は文字どおりレンタル業の発展

型とも言えるものである．従来のモノづくりビジネ

スでは，㐀られたモノは必ずユーザに販売されてい

たが，コピー機などのリース業（従量課金モデル）

が誕生し，その後チェスブロウによって Business as 
a Service (BaaS) が定められ，「所有と使用の分離」

[11]という考え方に至った．サーキュラー・エコノミ

ー（循環型経済）では，ビジネスモデルの一つの

Product as a Service (PaaS) として定められ，製品の回

転率やリサイクル代なども考慮した持続可能なサー

ビスの分野として発展している[12]． 
後者は，サービスの利用者同士が共に個人間で繋

がる分散型モデルであり，P2P (Peer to Peer) システ

ムとの類似性から，P2P 型シェアリングと呼ばれ[10]，
モノ，コト，お金，労働力など，ユーザが持つ様々

な遊休資産の貸し借りの仲介をしている．これによ

り，ユーザによってリソースを「独占・所有」して

いた従来の仕組みから，ユーザ自身がそれを「解放・

シェア」できる様に進化した[13]． 
この二つのシェアリング・タイプの大きな違いは，

サービス対象の所有者が誰かである[10]．レンタル

型は，レンタルサービス提供者であるサービス運用

者がその品物を所有している．レンタサイクルであ

れば，その自転車はレンタサイクル業者が所有して

いる．それに比べ，P2P 型ではサービス運用者がユ

ーザ同士の貸し借りの仲介である為，基本的にサー

ビス運用者が貸し借りをする品物は所有していない．

P2P 型の自転車シェアリングサービスであれば，当

然自転車の所有者はそれを貸し出すユーザである． 
前述した Airbnb や Uber は，この P2P 型に分類さ

れている．事前に面識のないユーザ同士が自身の持

ち物の貸し借りを可能にするこれらのサービスの発

展には，インターネットと SNS の存在が深く関わっ

ていたと言える．現在，世界最大級の QR 決済

Alipay[14]などで採用されている「信用スコア」とい

うものがあり，ビッグデータを使い，利用履歴を含

む属性情報からユーザの信用評価を割り出すもので，

このスコアが高いユーザは，ローン等の金融業・レ

ンタル業・宿泊業など様々なシェアリングやその他

の生活サービスでの優遇の特典があり，新しい形の

身分証明としてユーザ数が増えている．日本におい

ても，Yahoo! JAPAN が自社 ID に紐付けする信用ス

コア事業への参入を 2018 年 10 月に発表した[15]． 

2.2 P2P型企業間人材シェアサービス 

本研究では，表 2 の様に人材シェアリングをレン

タル型（人材派遣サービス）と P2P 型の二つに分類

し，P2P 型企業間人材シェアリングに的を絞る．レ

ンタル型と違い，P2P 型の人材雇用は企業で，企業

同士の社員の貸し借りの仲介が使命である． 
 

表 2：人材シェアサービスの分類比較 

 
既存 P2P 型企業間人材シェアサービスで確認して

いるのが表 3 の助太刀[16]と LoanDEAL[17]である． 
本研究とこれら二つのサービスとのポジショニン

グとしては，建設業特化型の助太刀は，建設職人（個

人事業主）に対する業務委託に分類される．

LoanDEAL と本研究は，共にユーザである企業に雇

用されている社員を他社に出向（シェア）させてい

る．その違いは，LoanDEAL では，一定期間のプロ

ジェクトごとに大手・中堅企業からベンチャーへの

一方向のシェアリングに対し，本研究では，大手・

中小・ベンチャーなど様々な企業が日単位でお互い

の状況に合わせ社員を双方向にシェアリングする，

P2P 型シェアリング・プラットフォームを提案する．

それを可能にするのが AI による自動交渉である． 
 

シェアリング

のタイプ 

サービスの 

運用者・形態 
サービス内容 

サービス対象

の所有・所属 

レンタル型 
各種レンタル 

サービス 

様々なモノの 

レンタル（シェア） 

サービスの 

運用者 

P2P型 
Uberや 

Airbnb 

車や施設の 

シェアの仲介 

運転手やホスト 

（ユーザ） 

シェアリング

のタイプ 

サービスの 

運用者・形態 
サービス内容 人材の雇用 

レンタル型 
人材派遣 

サービス 

人材の派遣 

（シェア） 

サービス運用者 

（人材派遣業者） 

P2P型 
企業間人材 

シェアリング 

人材の 

シェアの仲介 

企業 

（ユーザ） 
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表 3：既存 P2P 型企業間人材シェアサービスと 
本研究との比較 

 

2.3 自動交渉による人材リソース割当 

自動交渉とは，競合する AI 群が互いの合理性に従

い合意形成を行うことである[18]． 
Fatima らは，文献[19]の中でマルチエージェント・

システムによる自動交渉によって，企業間でリソー

ス（資源）である社員をオークションで取引する，

企業組織の再編成について述べている．繁忙期の企

業（買い手）のニーズに合わせた価格によって閑散

期の企業（売り手）の社員の価格が決まる．また，

社員全てを取引対象とするのではなく，従業員のう

ち取引可能な社員と，固定の社員を分類している． 
関連研究[19]では，繁忙期と閑散期の企業が一括

で参加する多対多のオークション形式を採用してい

るので，取引される人材の価格変動がおこる．リソ

ースニーズが高ければ高いほどその価格が高騰する．

また，予算を投入すれば従来の人材派遣と同様に一

方的に人材を雇用できる． 
一方，本研究では，繁忙期と閑散期のエージェン

トが一回転のシェアサイクル時に必ず一回の交渉権

が与えられ（交渉の順番はランダムで決定．もしも

ステイタスが平常であればサイクルから外れる），一

対一（P2P）で交渉するので，もしも当番エージェン

トにとって都合の良い相手がネットワーク上にいれ

ば，取引可能になる． 
対価は，交換する社員の価格をいつも一定（1 人あ

たり 1P）にした仮想通貨（シェアリング P）にし，

現金に交換不可なため，一方的に人材を派遣しても，

貯まったシェアリング P を使わないと損をする．従

って，企業が一方的に人材を送る（受ける）ことは

なく，相互に助け合うことが期待できる．また，為

替など貨幣価値の変動にも影響がない．つまり，シ

ェア交渉時のエージェントごとの優位性は，取引す

る社員の時価の高さではなく，お互いのシェアした

い人数や取引に必要な人数分の対価であるシェアリ

ング P を持ち合わせているか否かである． 
 

3 問題・課題設定 

3.1 研究の目的 

各企業の生産量・売上をキープしながら，一従業

員に割り当てる労働時間を平準化させ，中小企業に

おける社員数の維持・向上に繋げる事を目的とする．

その手法として図 1 に表した自動交渉を用いて閑

散期の企業が繁忙期の企業に人材を融通する企業間

人材 P2P 型シェアリング・プラットフォームを提案

し，その効果を NetLogo6.0.4 で実装したマルチエー

ジェント・シミュレータで評価・検証する． 
 

 

3.2 研究の課題 

日本は全体的に深刻化な労働人材不足であり，多

くの中小企業は仕事量の変動が大きく，社員数の維

持・向上が難しい．アウトソーシングや人材派遣を

活用するのも仕事量の一つ調整方法であるが，それ

に偏りすぎると，社員の維持が出来なくなる．長期

的な視点から考えて，チームワークの強さ，モチベ

ーションの高さ，プロジェクト毎に習得した技術の

再活用・向上など，多方面から考えても，直接雇用

する社員は企業の人材としてとても重要である． 
そこで，変動する仕事量のもう一つの調整方法と

して，社員を他社とシェアする．閑散期の場合の社

員は企業にとって遊休資源で，それを活用出来なけ

れば負債である．繁忙期の場合は労働人材が足りて

いない状態なので，その社員数だけでは，受注した

仕事をこなせない危険性がある．それらを解消する

必要がある． 

サービス名 サービス形態 サービス内容 

 

建設業特化型 

職人シェアリング 

建設職人と現場を繋ぐアプリ提供． 

助太刀 Payによる素早い支払い 

 

企業間人材 

シェアリング 

大手・中堅企業のベテラン人材を 

ベンチャーのプロジェクトに出向． 

イノベーティブな現場での社員研修 

本研究の 

スコープ 

企業間人材 

シェアリング・ 

プラットフォーム 

大手・中小・ベンチャーなど 

様々な企業が毎日の状況に 

合わせて社員を双方向に出向． 

図 1：自動交渉を適用した企業間人材 P2P 型 
シェアリング・プラットフォームによる交渉図 
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4 概念モデル 

4.1 エージェント 

エージェントの種類は，企業エージェント一種類

であり，その目的は，受注した仕事を完了する為に

割り出した必要労働時間分をリソースである社員に

労働させる．その時に生じる過不足時間数を相殺し

合う為に他社と企業間で社員をシェアし合う． 

4.2 エージェントを取り巻く要因 

企業エージェントに影響を与える外部要因（環境）

は，日によって変わる受注した仕事量の変動である．

これによってそれをこなすために必要な全社員の必

要総労働時間（𝛼𝑡）が変動する．それについては，

4.4.4 𝛼𝑡と変動率について で解説する． 
エージェント間の影響関係は，毎日変動する必要

労働時間に応じて生じる過不足労働時間（𝛽𝑡）から

status が決まる．  
status = 状態 

𝛽𝑡 ≥ 𝛾 → busy 繁忙期 
𝛽𝑡 ≤ - 𝛾 → idle 閑散期 
|𝛽𝑡| < 𝛾 → normal 平常期 

𝛾 = 所定労働時間（1 人あたり 8 時間・固定） 
お互い都合の良い繁忙期と閑散期の企業エージェ

ント間で交渉し，社員とシェアリング P の交換する

ことで，その日の𝛽𝑡を相殺し合う． 
 

 

4.3 行動モデル 

とりうる行動は，次の①〜④を毎日繰り返す． 
① その日の𝛼𝑡を割り出す． 

② 𝛽𝑡やシェアリング P の量など考慮し，シェアサ

イクルで当番になり，status が normal（平常期）

ではなかったら，逆の status（idle 閑散期<-> busy
繁忙期）で交換に都合の良い相手と P2P でシェ

ア交渉，社員のシェアリングをする．（交渉され

る場合もある） 
③ 必要労働時間を消化，足りなければ残業． 
④ 労働不足時間は翌日に繰越．（1tick 増える） 

4.4 内部モデル 

全企業数は入力 csv データの行数に依存する． 
脚注）** csv によるエージェント変数初期入力値 

4.4.1 𝛽𝑡について 

𝛽𝑡 = 過不足労働時間（初期値 0） 
𝛽𝑡を導き出すためには，以下の数式で求める． 

 
 
この式の内容は，𝛼𝑡と繰越不足労働時間から，全

社員の所定労働時間数・全社員の残業時間・シェア

労働時間を引いたものである． 
𝛼𝑡 = 必要総労働時間（変動） 
𝛽𝑡−1 = 前日の不足労働時間（変動・初期値 0） 
𝑛 = 従業員者数**（固定） 
𝛿𝑡 = 残業時間（1 人最大 30 分・ 

シェア交渉後に算出・初期値 0） 
𝜃𝑡 = シェア人数（シェア交渉時に算出・初期値 0 

他社から社員を借りる時はプラスになり 
他社に社員を貸し出す時はマイナスになる） 

𝛾 = 所定労働時間（1 人あたり 8 時間・固定） 

4.4.2 𝜃𝑡について 

𝜃𝑡を求めるのは，シェアサイクル中に行われるシ

ェア交渉時である． 
当番企業エージェントとその交渉相手におけるそ

れぞれの仮の𝛽𝑡（仮に𝜃𝑡 = 0，𝛿𝑡 = 0として，𝛼𝑡と繰

越不足労働時間時間から，全社員の所定労働時間数

を引いたもの）の絶対値を𝛾で割ったものと，どちら

か status が busy（繁忙期）である企業エージェント

のシェアリング P 数（1 人あたり 1P）を見比べ，3 つ

の数値のいずれか最小のものを，両企業エージェン

トの𝜃𝑡とする（繁忙期→プラス，閑散期→マイナス）． 
point-of-Sharing = シェアリング P 数** 

4.4.3 𝛿𝑡について 

𝛿𝑡を求めるのは，シェアサイクル後の繁忙期や一

部の平常期における企業エージェントの残業処理中

である．閑散期の場合は残業処理自体が発生しない

ので，𝛿𝑡 = 0となる． 

図 2：企業間人材 P2P 型 
シェアリング・プラットフォーム概念図 

𝛽𝑡 = (𝛼𝑡 + max (0, 𝛽𝑡−1)) −  [𝑛 (𝛾 + 𝛿𝑡) + 𝜃𝑡  𝛾] 
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仮の𝛽𝑡（仮に𝛿𝑡 = 0として，𝛼𝑡と繰越不足労働時間

時間から，全社員の所定労働時間数とシェア労働時

間を引いたもの）を𝑛で割った正の値が，30 分以上

であれば 30 分，30 分より小さければその値が𝛿𝑡で

ある．30 分より超過した分は，翌日𝛽𝑡+1算出時に不

足労働時間として処理する． 

4.4.4 𝛼𝑡と変動率について 

annual-α = 必要総労働時間**（年・固定） 
 𝑛 ×  𝛾 × 240 から算出 

monthly-α = 必要総労働時間（月・変動） 
weekly-α = 必要総労働時間（週・変動） 
𝛼𝑡 = 必要総労働時間（日・変動） 
degree-of-variability = 変動率の三乗根（固定） 
必要な総労働時間を degree-of-variability によって

変動させる．degree-of-variability を月・週・日それぞ

れにかけることで，年間の連続的な仕事量の変動を

表している．ただし，以下の random (x)は，NetLogo
で，0 から x までの乱数を表す関数である．  
⚫ monthly-α= annual-α／12 ＋ random ((degree-of-

variability − 1.00) × annual-α／6) − (degree-of-
variability − 1.00) × annual-α／12)  

⚫ weekly-α= monthly-α／4 ＋ random ((degree-of-
variability −  1.00) × monthly-α／2) − (degree-
of-variability − 1.00) × monthly-α／4) 

⚫ 𝛼𝑡= weekly-α／5 ＋ random ((degree-of-variability 
−  1.00) ×  weekly- α ／ 2.5) −  (degree-of-
variability − 1.00) × weekly-α／5) 

4.4.5 𝑡について 

𝑡 = 日数（年間 240 ticks・初期値 0） 
1 週間が 5 日（月曜〜金曜），一ヶ月が 4 週間，一

年が 12 ヶ月という設定である．（休日なし） 

4.5 評価指標 

本研究では，提案しているシェアリング手法によ

って，社員の労働時間の平準化をすることを目的と

し，全企業・全社員の年間過不足労働時間を評価指

標としている． 

 

 

 

 

 

5 評価シナリオ 

シナリオ分析を用いて，人工中小企業群の企業間

人材シェアリングの振る舞いの傾向を掲示する． 
状況シナリオ 3 種類 × 施策シナリオ 5 種類 

5.1 状況シナリオについて 

変動率は，インターフェイス上で選択できる 3 つ

の degree-of-variability の値を三乗した値であり，状

況シナリオは，この 3 つの変動率によって成り立っ

ている．なお，図 3〜5 のグラフの凡例の数字は，サ

ンプルの企業エージェントの ID 番号である．Zero は

絶対値 0 の意．この場ではランダムシードの値を 200
と定めた．X 軸は ticks 数であり，Y 軸は𝛼𝑡（1 日の

必要総労働時間）である． 

5.1.1 状況①／変動率 1.00 

必要総労働時間に対して全く変動をかけない．受

注している仕事量に対して 1 日に必要な労働時間が

年中一定で，就業している社員数で過不足なく仕事

をこなせる（図 3）． 

 
図 3：状況①の必要総労働時間 

 

5.1.2 状況②／変動率 1.25 

必要総労働時間に対して変動率を 1.25としている．

受注している仕事量に対して必要な労働時間に変動

がある．場合によっては就業している社員数で過不

足が出て仕事に支障が出てくる（図 4）． 

 
図 4：状況②の必要総労働時間 

 

5.1.3 状況③／変動率 1.50 

必要総労働時間に対して変動率を 1.50としている．

受注している仕事量に対して必要な労働時間に変動

がある．状況②以上に就業している社員数だけでは

過不足時間が出て業務に支障が多数出てくる（図 5）． 

 
図 5：状況③の必要総労働時間 

全社員の年間過不足労働時間数 
※ 数値が小さいほど良い 

= |𝛽𝑡|
240

𝑡= 0  
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5.2 施策シナリオ 

シェアリングをしない施策⓪以外に，提案するシ

ェアリングによる解決手法である施策①〜④を挙げ

ている．施策⓪を含めた全ての施策において，1 人当

たり 30 分までは残業可能．1 日に 1 回シェアサイク

ルイベントが発生し，他企業とシェア交渉可能にな

る交渉当番は，1 シェアサイクルに 1 企業エージェ

ントにつき 1 回のみで順番はランダムで決定される． 

5.2.0 施策⓪ シェアリングなし（デフォルト） 

何も処理しない．社員が処理出来る時間数だけ必

要総労働時間をこなす． 

5.2.1 施策① ランダム選択の 1社と交渉 

シェアサイクル時に交渉当番となった企業エージ

ェントのステイタス（繁忙期 or 閑散期）の逆ステイ

タスである企業エージェント群の中から 1 社をラン

ダムで選択・交渉，𝜃𝑡人の社員と𝜃𝑡分のシェアリング

P と交換する． 

5.2.2 施策② ランダム選択の 1社と交渉×s回 

シェアサイクル時に交渉当番となった企業エージ

ェントのステイタス（繁忙期 or 閑散期）の逆ステイ

タスである企業エージェント群の中から 1 社をラン

ダムで選択・交渉，𝜃𝑡人の社員と𝜃𝑡分のシェアリング

P と交換，s 回繰り返す．（今回は s = 3） 

5.2.3 施策③ 最大値の 1社と交渉 

シェアサイクル時に交渉当番となった企業エージ

ェントのステイタス（繁忙期 or 閑散期）の逆ステイ

タスである企業エージェント群の中から𝛽𝑡（過不足

労働時間）が最大値の 1 社を選択・交渉，𝜃𝑡人の社

員と𝜃𝑡分のシェアリング P と交換． 

5.2.4 施策④ 最大値の 1社と交渉×s回 

シェアサイクル時に交渉当番となった企業エージ

ェントのステイタス（繁忙期 or 閑散期）の逆ステイ

タスである企業エージェント群の中から𝛽𝑡（過不足

労働時間）が最大値の 1 社を選択・交渉，𝜃𝑡人の社

員と𝜃𝑡分のシェアリング P と交換，s 回繰り返す．

（今回は s = 3） 
 

6 評価 

状況シナリオ 3 種類 × 施策シナリオ 5 種類 
計 15 種類のシナリオを各 100 回（random seed 1 -100）
シミュレートする．評価指標は，全企業・全社員の

年間過不足労働時間である． 

グラフは，状況シナリオ毎に 3 種作成し，5 種の

施策シナリオ毎の評価指標の分布を表した． 

6.1 状況①／変動率 1.00 

必要総労働時間に対して全く変動をかけないので，

受注している仕事量を就業している社員が全て仕事

をこなせる．図 6  
 

 
図 6：状況①における全企業・全社員の 

年間過不足労働時間の分布図 
 

6.2 状況②／変動率 1.25 

日によって必要労働時間に変動があるため，𝛽𝑡の

絶対値から求めた評価指標にばらつきが出た．各施

策共に，最大値と最小値の差が 3,000 程度である．

シェアリングしていない施策⓪よりも，何かしらの

シェアリングをした施策①〜④の方が，全体的に評

価指標の平均値がおよそ 1／3 下がっている．図 7・
表 4 
 

 
図 7：状況②における全企業・全社員の 

年間過不足労働時間の分布図 

0

100

0 1 2 3 4

全
企
業
・
全
社
員
の

年
間
過
不
足
労
働
時
間 施策

変動率1.00

result

2,551 

5,662 

1,466 

4,117 

1,680 

3,921 

1,628 

3,864 

1,675 

4,045 

3,642 

2,268 2,298 2,344 2,344 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

0 1 2 3 4

全
企
業
・
全
社
員
の
年
間
過
不
足
労
働
時
間

施策

変動率1.25

result

Average

経営課題にAIを!ビジネスインフォマティクス研究会 (第11回) 
JSAI Special Interest Group on Business Informatics (SIG-BI #11)



表 4：状況②における全企業・全社員の 
年間過不足時間数の平均・中央・最大・最小値 
施策 0 1 2 3 4 
平均値 3642.00 2268.38 2298.33 2344.30 2343.83 
中央値 3596.50 2219.50 2236.50 2266.00 2278.00 
最大値 5662.00 4117.00 3921.00 3864.00 4045.00 
最小値 2551.00 1466.00 1680.00 1628.00 1675.00 

 

6.3 状況③／変動率 1.50 

状況②よりも日によって必要労働時間に変動があ

るため，𝛽𝑡の絶対値から求めた評価指標によりばら

つきが出た．各施策共に，最大値と最小値の差が

20,000 程度である．状況②と同様，シェアリングし

ていない施策⓪よりも，何かしらのシェアリングを

した施策①〜④の方が，全体的に評価指標の平均値

がおよそ 1／3 下がっている．図 9・表 5 
 

 
図 9：状況③における全企業・全社員の 

年間過不足労働時間の分布図 
 

表 5：状況③における全企業・全社員の 
年間過不足時間数の平均・中央・最大・最小値 

 

 

7 考察 
今回のシミュレーション結果により，シェアリン

グしていない施策⓪よりも，何かしらのシェアリン

グをした施策①〜④の方が，全体的に評価指標であ

る全企業・全社員の年間過不足時間数の平均値が下

がっていることがわかった．しかし，施策①〜④の

数値の平均値の差がほとんどないことから，今回の

検証では，それぞれの施策で提案したシェアリング

の種類や回数によって差があまり出ない可能性が高

いと言える． 
理由として，どの施策でも，1 回あたりのシェアサ

イクルの間に必ず一度は繁忙期と閑散期にあたる企

業エージェントにそれぞれ交渉当番が回っているた

め，ある程度シェアリングによる効果が出ており，

交渉相手の選択方法や，複数回交渉などの差別化が，

人工企業群全体の平均値の数値として出なかった事

が考えられる．（人工企業群全体の総社員数およびそ

うシェアリング P 数は，シミュレーション中一定で

変化しない） 
 

8まとめ 

本研究では，人工社会の中小企業群を形成するネ

ットワーク全体の集中的な効率化を検証した．各シ

ェアリングの状況とアルゴリズムの組み合わせを合

計 15 通り×100 回ずつ検証し，シェアリングしてい

ないよりも，何かしらのシェアリングをした方が，

全体的に評価指標である全企業・全社員の年間過不

足時間数の平均値が共通しておよそ 1/3 下がってい

ることがわかった．  
本研究での評価指標は，人工企業群全体の数値を

比較するものであるため，分散的な効果を詳細に分

析するには， 1 企業エージェント毎の数値を解析す

る必要がある．これは次の研究課題とする． 
なお，本研究は，ビジネスプラン版としてビジコ

ンなかの 2018[20]にて発表済みであり，そこで提案

した 2 サイドプラットフォームのフリーミアムモデ
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平均値 21242.47 14184.34  13179.35  13495.38  13173.44  

中央値 20874.50 13427.00  12568.00  12649.00  12471.50  

最大値 34426.00 26534.00 26597.00 26400.00 23786.00 

最小値 2941.00 7743.00 6747.00 8099.00 6352.00 

図 8：NetLogo にて実装したシミュレーション 
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ル（無料会員の他にプレミアム会員という複数の種

類のユーザ会員を設ける）でのユーザの差別化の実

装を考えている（プレミアム会員のみシェアサイク

ルにおける交渉当番が多く回ってくる等）． 
今後は，人工企業群の中の企業ごとに最適なシェ

アリングを強化学習等で導き出した上で，企業ごと

の信用スコアや社員のスキル別・シェアリング時の

スイッチングコスト，過去にシェアした相手かどう

か等のパラメータを加味したよりリアルな人材シェ

アリングを想定したシミュレーションを行い，各種

施策を評価する． 
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